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管
理
業
務
委
託
の
過
去
３
年
間
の
契
約
金
額

等
に
つ
い
て
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
。
ま

た
、
街
路
樹
に
も
、
い
わ
ゆ
る
耐
用
年
数
が

あ
る
と
思
う
が
、
平
成
29
年
度
の
街
路
樹
の

更
新
状
況
と
考
え
方
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。

街
路
樹
の
剪
定
及
び
除
草
の
頻
度

に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に
街
路
樹

は
年
１
回
、
除
草
な
ど
は
年
２
回
実
施
し
て

い
る
。
業
務
委
託
は
市
内
17
工
区
に
分
割

し
て
実
施
し
、
年
間
の
契
約
金
額
は
、
平

成
27
年
度
３
億
３
千
960
万
７
千
80
円
、
28

年
度
３
億
６
千
537
万
４
千
800
円
、
29
年
度

３
億
８
千
428
万
９
千
920
円
で
あ
る
。
29
年
度

は
補
植
に
よ
る
更
新
は
実
施
し
て
い
な
い

が
、
歩
道
の
幅
員
確
保
な
ど
、
交
通
安
全
上

の
視
点
、
地
域
の
実
情
、
ニ
ー
ズ
な
ど
を
勘

い
て
、
具
体
的
に
数
値
と
し
て
は
、
ど
の
よ

う
な
効
果
が
あ
っ
た
の
か
。

奨
励
金
を
活
用
し
、
市
内
移
転
や

新
規
立
地
を
し
た
23
企
業
で
聞
き

取
り
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
雇
用
面
に
つ
い
て

は
、
合
計
１
千
774
人
の
雇
用
が
生
ま
れ
、
う

ち
新
規
雇
用
が
１
千
80
人
だ
っ
た
。
ま
た
、

税
収
面
に
つ
い
て
は
、
奨
励
金
交
付
企
業
か

ら
交
付
金
額
約
４
億
円
の
約
5.3
倍
に
当
た
る

約
21
億
３
千
700
万
円
の
税
収
が
あ
っ
た
こ
と

か
ら
、高
い
効
果
が
あ
る
と
考
え
る
。
ま
た
、

本
制
度
に
よ
り
、
本
市
へ
の
進
出
や
事
業
継

続
へ
の
動
機
付
け
に
な
っ
た
と
い
う
声
も
あ

事
業
推
進
と
市
債
抑
制
に
つ
い
て
、

平
成
29
年
度
の
施
政
方
針
説
明
で
、

重
点
施
策
と
し
て
挙
げ
ら
れ
た
待
機
児
童
ゼ

ロ
、
ま
た
、
渋
滞
ゼ
ロ
の
実
現
を
目
指
し
た

ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
、
抑
制
で
は
な

く
、
一
定
の
臨
時
財
政
対
策
債
（
※
１
）
や

建
設
債
（
※
２
）
の
発
行
も
可
能
で
あ
っ
た

と
考
え
る
が
、
こ
の
点
の
政
策
判
断
に
つ
い

て
は
、
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か
。

総
合
計
画
の
推
進
や
マ
ニ
フ
ェ
ス

ト
の
実
現
に
向
け
て
は
、
毎
年
、

当
初
予
算
に
お
い
て
、
臨
時
財
政
対
策
債
や

建
設
債
を
財
源
と
し
て
必
要
な
事
業
を
措
置

問答

 

市
債
抑
制
に
つ
い
て
の
考
え
方
は

平
成
29
年
度
、
企
業
支
援
関
係
の

補
助
金
制
度
に
約
５
億
円
を
支

出
し
た
が
、
そ
の
中
で
も
、
企
業
立
地
促

進
奨
励
金
事
業
に
つ
い
て
は
、
決
算
額
が

４
億
65
万
７
千
450
円
で
あ
り
、
補
助
金
の
大

部
分
が
こ
の
事
業
に
費
や
さ
れ
た
。
こ
の

事
業
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
事
業
効
果
が

あ
っ
た
の
か
、
ま
た
、
税
収
や
雇
用
面
に
お

答

本
市
は
緑
が
多
く
、
非
常
に
住
み

心
地
の
よ
い
ま
ち
だ
と
感
じ
て
い

る
が
、
市
内
の
街
路
樹
の
剪
定
、
下
草
の
除

草
回
数
と
そ
の
工
区
選
定
の
状
況
、
公
園
等

問

 

企
業
立
地
促
進
奨
励
金
事
業
の
効
果
は

問

 

街
路
樹
の
維
持
管
理
費
用
は

し
て
お
り
、
年
度
途
中
に
財
源
が
生
じ
た
場

合
に
は
、
起
債
を
抑
制
し
て
い
る
。
平
成
29

年
度
に
お
い
て
も
、
公
立
保
育
所
等
の
建
設

補
助
や
、
公
立
幼
稚
園
の
認
定
こ
ど
も
園
化

等
の
待
機
児
童
解
消
、
茨
木
松
ケ
本
線
整
備

等
の
渋
滞
解
消
へ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て

も
、
適
切
に
実
施
で
き
た
も
の
と
認
識
し
て

い
る
。

　
大
阪
維
新
の
会

　
　
　
　
　
　  

岩
本
　
　
守

　
い
ば
ら
き
未
来
の
会

　
　
　
　
　
　 

稲
葉
　
通
宣

　
公
　
明
　
党

　
　
　
　
　
　 

篠
原
　
一
代

　「平成 29 年度大阪府茨木市一
般会計決算」の審査が付託された
一般会計決算特別委員会は、上田
嘉夫委員（自由民主党・絆）を委
員長に選任し、9 月 18 日・19 日・
20 日の３日間にわたり、関係書
類の審査を行ったのち、21 日に
質疑を行いました。
　ここでは、一般会計決算特別委
員会での主な質疑応答の要旨を掲
載しています。

案
し
て
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

市内の街路樹（駅前四丁目付近）

答

（※ 1） 臨時財政対策債 ： 地方一般財源の不足に対処するため、 投資的経費以外の経費にも充てられる
地方財政法第 5条の特例として発行される地方債。

（※ 2） 建設債 ： 市が公共施設の整備などの建設事業を行うため、 必要な資金を国や金融機関など外部か
ら調達する借入金。
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市
議
会

だ
よ
り

年
度
に
行
わ
れ
た
繰
出
金
減
に
よ
る
国
民
健

康
保
険
料
の
大
幅
な
引
き
上
げ
、
下
水
道
料

金
の
引
き
上
げ
、
身
体
・
知
的
障
害
者
福
祉

金
の
廃
止
、
沢
池
公
民
館
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

セ
ン
タ
ー
化
、
２
次
救
急
医
療
体
制
確
保
事

業
の
補
助
金
廃
止
は
問
題
で
あ
る
と
考
え
て

い
る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
影
響
額
は
ど
う
か
。

ビ
ル
ド
・
ア
ン
ド
・
ス
ク
ラ
ッ
プ

は
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
を
図

る
財
源
を
既
存
事
業
の
見
直
し
に
よ
り
対
応

年
度
は
約
１
億
５
千
930
万
円
の
電
気
料
金
の

削
減
効
果
が
あ
っ
た
。
工
夫
し
た
点
は
、
施

設
ご
と
に
電
力
の
使
用
形
態
を
分
析
し
、
グ

ル
ー
プ
分
け
を
し
た
こ
と
。
さ
ら
に
、
よ
り

多
く
の
電
力
会
社
が
入
札
に
参
加
し
、
競
争

原
理
が
効
果
的
に
働
く
よ
う
に
汎
用
性
の
あ

る
仕
様
書
等
を
作
成
し
た
こ
と
で
あ
る
。
ま

た
、府
内
の
電
力
入
札
の
状
況
に
つ
い
て
は
、

高
圧
、
低
圧
施
設
の
両
方
で
実
施
し
て
い
る

の
は
、
本
市
と
寝
屋
川
市
の
み
で
あ
る
。

本
市
の
電
力
調
達
に
つ
い
て
、
電

力
の
自
由
化
制
度
を
活
用
し
た
電

力
入
札
を
平
成
25
年
か
ら
高
圧
施
設
で
行

い
、
電
気
料
金
の
削
減
効
果
が
認
め
ら
れ

た
よ
う
だ
が
、
そ
の
後
の
取
り
組
み
は
ど

う
か
。
ま
た
、
電
力
入
札
を
行
い
、
よ
り

安
価
な
電
力
を
調
達
す
る
た
め
工
夫
し
た

点
は
何
か
。
あ
わ
せ
て
、
府
内
の
電
力
入

札
の
取
組
状
況
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い

る
の
か
。電

力
小
売
が
完
全
自
由
化
さ
れ
た

こ
と
で
、
平
成
28
年
か
ら
は
低
圧

施
設
で
も
入
札
を
行
う
こ
と
が
で
き
、
29

ビ
ル
ド
・
ア
ン
ド
・
ス
ク
ラ
ッ
プ

と
は
、
投
資
的
経
費
の
財
源
を
確

保
す
る
た
め
に
経
常
的
経
費
の
見
直
し
に

取
り
組
む
と
い
う
こ
と
か
。
ま
た
、
平
成
29

問

会 計 区 分 歳入決算額 歳出決算額 差　引

一 般 会 計 88,869,579,893 87,212,934,206 1,656,645,687

特
別
会
計

財 産 区 5,160,080,101 93,339,281 5,066,740,820

国 民 健 康 保 険 事 業  32,515,206,814 31,640,575,961 874,630,853

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,825,176,439 3,684,547,353 140,629,086

介 護 保 険 事 業 17,561,132,394 17,225,956,883 335,175,511

合 計 147,931,175,641 139,857,353,684 8,073,821,957

下 水 道 等 事 業 会 計
（ 収 益 的 収 支 ） 7,161,512,713 6,245,459,152 916,053,561

水 道 事 業 会 計
（ 収 益 的 収 支 ） 5,758,006,713 5,009,733,919 748,272,794

[ 平成 29 年度各会計別歳入歳出決算額 ］ （単位：円）

平成 29年度決算を認定

一般会計決算特別委員会での関係書類審査

　平成 29年度一般会計・特別会計決算及び企業会計決算は、一般会計決算
特別委員会及び各常任委員会で審査後、９月 28日の本会議で認定しました。

答

事
業
見
直
し
と
各
事
業
へ
の
影
響
は

問

 

電
力
の
よ
り
安
価
な
調
達
へ
の
工
夫
は

答

  

公
　
明
　
党

　
　
　
　
　 

　
河
本
　
光
宏

　
日
本
共
産
党
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　 

畑
中
　
　
剛

り
、
企
業
誘
致
や
留
置
の
面
か
ら
も
有
効
で

あ
る
と
考
え
る
。

す
る
た
め
の
取
り
組
み
で
あ
る
。
そ
の
影
響

額
と
し
て
、
下
水
道
料
金
改
定
に
よ
る
一
般

会
計
か
ら
の
繰
出
金
は
１
億
７
千
万
円
の

減
、
身
体
・
知
的
障
害
者
福
祉
金
は
８
千
万

円
の
減
、
沢
池
公
民
館
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ

ン
タ
ー
化
は
244
万
円
の
減
、
２
次
救
急
医
療

体
制
確
保
事
業
の
補
助
金
等
は
１
億
円
の
減

と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
平
成
29
年
度
の
国

保
会
計
へ
の
繰
出
金
は
、
当
初
予
算
対
比
で

は
８
億
３
千
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
る
。


